
1． は じ め に

1980 年代にノーベル経済学者のロバート・M・ソローが提示した「生産性パラドクス」は，

「多くの情報投資が行われたにもかかわらずマクロ的な生産性上昇が統計上確認できない」と

いうものだった．それを説明するために 1990 年代以降，「IT投資不足説」や「統計不備説」，

「効果発揮ラグ説」などの仮説が提示されてきたが，その後 1990 年代後半に米国で見られた大

幅な生産性向上によりパラドクスは解消したかに見える．同時に語られたいわゆるニューエコ

ノミー論は，ITバブル崩壊を受けて一気に下火になったが，生産性そのものは ITバブル崩壊

後の 2002 年も急上昇を見せ，「生産性パラドクス」は解決されつつあるというのが一般的な認

識［1］［2］である．

一方で，1990 年代半ばは米国政府において IT投資効率化の取り組みからEA（Enterprise

Architecture）策定が義務付けられるようになった時期［3］でもある．あえて「生産性パラドク

ス」の議論と時期的に重なっていることを関連づける意図はないが，1980 年代後半から 1990

年代の半ばまでを，米国内に「IT投資に対する不信感」が存在した時代ということもできる

かもしれない．その後の生産性上昇により新世紀に入ってから米国でのマクロベースでの生産

性パラドクスの議論は収束しつつあるが，個々の IT投資評価についてはROI や SLAについ

ての議論に発展し現在に至っているし，EAについても民間へ展開しつつある．本質的には IT

と生産性の議論は収束していないと見るべきである．

本稿前半では，個々の企業がその価値を最大化することに IT資本＊1 やそれ以外の資本（言
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要 約 80 年代後半に生産性パラドクスが提唱されて以降，IT資本が生産性に与える影響に

ついての議論は産業の全体統計というマクロレベルの議論から，個別の投資のROI という

ミクロレベルへ移った感はあるものの現在まで続いている．最近では，IT資本だけではな

く，組織資本や人的資本との関連において議論が展開されている．本稿では，これらの経営

資源と企業レベルでのエンタープライズ・ケイパビリティとの関係をモデル化し，財務諸表

で表現されないエンタープライズ・ケイパビリティについての評価軸を与えている．また，

経営資源の中で人的資本を重要な要素としてあげるとともに，企業に求められる人材像とそ

の育成のあり方について言及している．

Abstract Since “Productivity paradox” was mentioned in the late 1980 s, the intense discussion regard-

ing the effect of IT capital to the productivity is still going on, although the main issue has been changed

from macroeconomics to microeconomics. The latest discussion is not only about IT capital, but also about

both the organizational capital and the human capital. In this paper the author models the relationship be-

tween the enterprise capability and firm resources, and gives centering on unmeasured resources discus-

sion. And then, he discusses that the human resources will be the most important things to the firm, as

well as he will identify the attributes.
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（資料）OECD 「Economic Outlook」から作成

出所：2004年度版通商白書

図 1 各国の労働生産性上昇率の推移

い換えれば経営資源）がどう影響するか，ということについてBrynjolfsson らの代表的ない

くつかの研究を紹介する．その上で，個々の企業レベルでのケイパビリティをどのように表現

し評価するべきかについて考察する．後半ではケイパビリティを構成する要素として特に人的

資本の重要性について考察するとともに，どうすれば個々の企業がその人的資本を形成してい

くことができるかという点について，IT人材の有効活用という観点から考察する．

2． IT資本と生産性

2．1 IT資本増強は生産性向上に結びつくか

現在ではロバート・M・ソローが提示した「生産性パラドクス」は解消されつつあると一般

的には認識されている．生産性パラドクスが提示された 1980 年代後半，米国においては既に

IT化による経営革新が叫ばれ，IT化に積極的な企業が成功を収めていたにも関わらず，生産

性統計は低調であり，IT化に積極的だった企業経営者の肌感覚とずれたものだったことから

生産性パラドクスは多くの論議を呼んだ．

しかし，その後の米国の生産性向上は目を見張るものだった．ニューエコノミー論が叫ばれ，

米国経済が目覚しい発展を遂げる中で，生産性パラドクスはもはや存在しないという認識がで

きあがった．その後，2000 年春のいわゆる「ITバブル崩壊」を受け，2001 年にかけて生産性

上昇率が極端に低下し，かつ失業率が上昇した際には，ニューエコノミー論者が影を潜めると

同時に，1990 年代後半の生産性向上も IT投資との関係ではなく景気循環との関係において説

明しようという動きもあった［4］．

しかし，図 1のとおり「ITバブル崩壊」後の 2002 年の生産性上昇率＊2 は，米国においては

1990 年代後半のレベルを上回っていることが判明しており［5］，現時点では IT化の進展が生産

性上昇に一定の役割を示していることは研究者の間で共通認識であると考えてよい．

2004 年度版通商白書でも，米国の生産性上昇について IT化の進展との関連を指摘している．

同白書では，IT化の進展を「IT資本ストックが民間資本ストックに占める割合」で捉えてい

るが，図 2に見られるように米国の 2001 年の IT資本ストックは，民間資本ストックの 12.1
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（備考）米国の数字は民間企業資本ストックに占める IT資本比率．また，日本の数字は民間資本ストックに占める IT資
本比率．なお，米国の IT資本ストックを算出するに当たり，ソフトウェア投資の投資額から自社開発ソフト分を
除外すること等により計算している．

（資料）総務省「平成 14年度 ITの経済分析に関する調査」から作成．

図 2 日米の IT資本ストック比率の推移
出所：2004年度版通商白書

出所：Beyond the Productivity Paradox�1998 Brynjolfsson, Hitt

図 3 生産性と IT資本の相関関係

％を占めるようになった．1995 年に 4.4％であったことを考えると，前述の 1990 年代後半と

いう生産性の急拡大の時期に，米国では急速な IT資本ストックの蓄積が行われたことがわか

る［6］．しかし一方で，1990 年代後半は米国において労働サービスもまた拡大しており［7］，これ

を人的資本の増加と考えると，生産性の上昇を IT資本の増加だけで説明するのはやや短絡的

かもしれない．

また，個々の企業にとっての生産性上昇要因をマクロレベルのデータだけで説明することは

困難であり，実態の調査に基づいた考察が必要になるだろう．MITスローンスクールのBryn-

jolfsson は ITと生産性についての継続的な研究の中で，企業レベルの分析を行っている［8］．

Brynjolfsson と Hitt の約 1,300 社を対象とした調査によれば，図 3の通り，IT資本ストック

と生産性の間には統計上，ミクロ的にもプラスの相関が見られる［9］．したがって，マクロ的に

もミクロ的にも IT資本と生産性の間には相関があると考えてよさそうだ．
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出所：インタンジブルアセット
データ提供：Brynjolfsson, Hitt

図 4 インタンジブルアセット

しかし，図 3は一方で IT資本が生産性に与える影響について企業によって大きな差がある

ことをも示している．このことから，マクロ的には IT投資を行って IT資本増強をすれば生

産性をあげられる可能性は高いといえるが，個別の企業単位で見れば，IT投資以外にも重要

な要素が存在するということになる．

2．2 インタンジブル・アセット

IT 資本以外の何が生産性上昇に寄与しているかという点については多くの研究者が言及し

ているが，Brynjolfsson と Hitt は，ITと生産性に関する調査の過程でインタンジブル・アセ

ット＊3 に着目している．例えば，20 億円の ERPプロジェクトでいえばハードウェア，ソフト

ウェアの占める割合は 20％程度に過ぎず，コストの大半は業務プロセスの再構築やユーザ教

育に充てられる．つまり組織資本や人的資本というインタンジブル・アセットに費やされるの

である［11］．彼らは ERPシステムに限らず，多くの個別企業への調査を経て，コンピュータハ

ードウェア資本 1ドルに対して，それを企業活動の中で使用するために必要となる IT関連の

インタンジブル・アセットが 9ドルにおよぶと主張している［12］．これを概念図にしたものが図

4である．

さらにBrynjolfsson らは，組織資本および IT資産と企業の市場価値＊4 との関連を分析して

いる（図 5）．組織資本の評価軸として分権化の度合いを採用しているが，調査によれば，IT

資産と分権化度合いの高い企業の市場価値が高いことになる．興味深いのは，IT資産のレベ

ルが高くても組織資本のレベルが低いと企業価値は高くならない［13］のはもちろんとして，平均

的な組み合わせの場合の企業価値が低いという傾向が見えることだ．中途半端な IT化や分権

化は企業の市場価値を下げる方向に働くということは，「他所がやっているからやる」式の平

均的な IT投資や組織の分権化は決して企業価値を高めることに寄与しないことを意味してい

る．

これに対して日本での研究はどうだろうか．経済企画庁が実施した分析は，このBrynjolfsson

や Hitt の研究を裏付けるものになっている．「政策効果分析レポート 2000」において，経済企

画庁は IT，人的資本及び組織資本の関係について，日本企業へのアンケート調査と財務デー

タ分析の組み合わせた実証分析を実施している．それによれば，日本においても米国と同様に，

IT化と人的資本および組織資本の洗練度の間には相互補完的な傾向が認められ，組み合わせ
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（備考）グラフ上の＊＊＊は 1％有意，＊は 10％有意であることを示す．
また，統計上有意な結果が得られなかったものは無印
（出所）経済企画庁「政策効果分析レポート 2000」

図 6 IT化・人的資本・企業組織のフラット化が TFPに与える効果

において，バランスが悪い場合は生産性＊5 を下げる可能性があることが指摘されている［14］．

2．3 測定することの重要性

実際に，企業が ITを導入する際には，コンピュータハードウェア，ソフトウェアよりもイ

ンタンジブル・アセットに多くの投資を行っていることは経験則上も想像に難くないが，この

インタンジブル・アセットに対する投資の多くは当該年度に経費処理されるため，インタンジ

ブル（intangible）であるのと同時にその資産価値は unmeasured である．継続的に測定され

ないものは管理されない．しかし，人的資本や組織資本が企業活動の生産性に大きなインパク

トを持つのであれば本来は管理されてしかるべきではないか．先の 20 億円 ERPプロジェクト

の例でいえば，ハードウェア投資やソフトウェア投資の結果としての資産価値は固定資産（有

形であれ無形であれ）として貸借対照表に記載されるだろう＊6．しかし，ユーザ教育費やプロ

セス再設計費用，組織再編費用などは人的資本や組織資本に対する投資と考えられるが，会計

上は経費として当該年度に処理され貸借対照表には表れないため，資産価値が無いということ

出所：Intangible Assets : Computers and Organizational Capital
�Brynjolfsson, Hitt, Yang

図 5 コンピュータ資産と組織の相互作用
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になる．20 億円という費用に対応する効果はERP導入プロジェクトが完遂された結果，次年

度以降の業績に表れるはずであるから，ある一時点の財務諸表は，その企業の持つ資産につい

て，本来の資産価値からかけ離れたものになっている可能性があるのだ．

2003 年に森秀明がその著書＊7 の中で，日本の企業においてハードウェアやソフトウェアな

どの IT資本ストックの約 30 パーセント，それを維持するためにかかる IT費用の 50 パーセ

ントが，すでに不良資産化していることに言及し大きな話題になった．その著書の中では IT

ガバナンスの不在が IT不良資産を生み出す火種としてあげられているが，森のいう「組織力

の課題」［15］とは，まさに組織資本，人的資本の課題であり，その課題認識と IT資本増強だけ

では生産性への効果のばらつきが大きいというBrynjolfsson や経産省の分析は同じ方向を示

している．また「運営力の課題」［16］は，IT投資とその効果がモニタリングされていないこと

自体を問題視したものだった．一方で，同書は IT資本そのものの算出が困難であったことに

も触れている［17］が，その IT資本の実に約 9倍が ITに関連したインタンジブル・アセットで

かつ管理されていないとしたら，いったい不良資産の総額はどのくらいだろう．

とはいえ，組織資本や人的資本に資産価値があるとしても不確実性が高いことを考えると会

計ルール上は保守的なアプローチを取らざるをえないだろう．つまり財務諸表だけで資産価値

を表すことはできないということである．それらの管理のためにわれわれが必要としているの

は，会計とは別の評価尺度ということになる．では，この評価尺度はどのような軸であらわさ

れるべきだろうか．

いまや IT抜きでは競争優位が語れないといわれる時代に，IT資本やそれを最大限にレバレ

ッジするために必要な人的資本，組織資本を制御しない／できないというのは許されないし，

今や企業のCIOといわれる立場はそのことについても説明責任を負わされているのかもしれ

ない．

3． エンタープライズ・ケイパビリティ

3．1 IT時代のエンタープライズ・ケイパビリティモデル

ここまで着目してきた IT資本，組織資本および人的資本は，一般的にリソース・ベースト・

ビュー（resource―based view of the firm）＊8 においては，競争優位の潜在的源泉として重要

な経営資源として認識されている＊9．ここでは，特に IT資本，組織資本，人的資本，財務資

本とそれらを結び付けるコンテキストを加えたフレームワークをエンタープライズ・ケイパビ

リティ（図 7）と呼ぶことにする．リソース・ベースト・ビューにおいては，経営資源とケイ

パビリティという語は同義に扱うのが一般的だが［18］，本稿では，経営資源だけでなく「経営戦

略に従ってそれぞれの経営資源を結び付け配分を決定するコンテキスト」も重要な競争優位の

源泉と捉えている．それ自体も経営資源（組織資本）であるといえるかもしれないが，単純に

経営資源という言葉の持つニュアンスとの混同を避け，エンタープライズワイドなコンテキス

トの重要性を強調するためであり便宜的である．

財務資本（financial capital）は，投資そのものからリターンを得るビジネスモデルで無い限

り，他の資本増強のための源泉である．財務資本をどのように配分するかはエンタープライズ

レベルでの戦略そのものといえよう．その結果内部留保される利益が財務資本に還元されると

いう意味で生産財である．

IT資本（IT capital）を物的資本から独立してエンタープライズ・ケイパビリティの構成要

116（218）



素としているのは，IT資本（主にネットワーク）により地理的な距離が制約あるいは優位性

といえない現在，物的資本の中でも特に重要と考えられるからである．

組織資本（organizational capital）は，ビジネスモデル，業務プロセス，管理システムなど

の社内フレームワークだけでなく，外部との関係や市場から受ける評価も含まれる．現代にお

いては IT資本を利用して可能となる新たなビジネスモデルが脚光を浴びることも多い．

組織資本が企業のとしての属性であるのに対して，人的資本（human capital）は企業を構

成する個人の属性として蓄積されるものである．個々の管理者や従業員が保有する経験，判断，

知性などが含まれる．また，IT資本や組織資本を駆使して生産性を向上させ企業価値を高め

るのは，企業においては最終的には人的資本であるといって良いだろう．

前節の分析にもあったようにそれぞれの経営資源のばらばらな増強は企業の生産性を低める

ことがありうる．また，経営資源の価値は顧客の嗜好の変化や技術によって変化し，常に「不

良資産化」する危険をはらんでいる．Christensen が「イノベーションのジレンマ」［19］で取り

上げたディスクドライブメーカーの例でいえば，8インチドライブ製造のための設備投資は

5.25 インチドライブが主流になった時点では，貸借対照表上では資産として計上されても，明

らかに不良資産化した物的資本といえるだろう．さらにそれを生み出したのは，8インチドラ

イブ時代には競争優位を与えてくれた，優良な顧客ベースやその顧客の意見に耳を傾けるとい

う商品開発プロセスそのもの，つまり組織資本である．Christensen のいう破壊的イノベーシ

ョン＊10 が発生するとき，経営資源間を結び付けるコンテキストの見直しを怠るとそれまで競

争優位の源泉だった経営資源は不良資産化するといえるのではないか．危機的な状況に際して，

成功体験によって固定化した経営戦略は競争優位を失うこととなる．

先にあげたそれぞれの資本は，経営資源としてそれ単独でも競争優位の源泉足りうるが，経

済環境や市場環境などの外部環境に合わせてそれらを有機的に結び付けるコンテキストが重要

である．そのコンテキストを与えるのが経営戦略であり，経営戦略をダイナミックに見直す力

も競争優位の源泉であるというのがエンタープライズケイパビリティの主張である＊11.

3．2 エンタープライズ・ケイパビリティの評価軸

先に述べたとおり，財務諸表でエンタープライズケイパビリティを構成するそれぞれの要素

を評価することはできない．ここでは，その評価軸について考察してみよう．

リソース・ベースト・ビューは経営資源の有効性に関してVRIOフレームワーク（VRIO

framework）という評価軸を提供している［20］．このフレームワークは以下の 4つの軸に対する

問いの形で構成されており，多くの場合有効である．（出所：Jay B. Barney， 企業戦略論）

� 経済価値（Value）に関する問い

図 7 エンタープライズ・ケイパビリティ概念図
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表 1 エンタープライズ・ケイパビリティ評価表のフレームワーク

その企業の保有する経営資源やケイパビリティは，その企業が外部環境における脅威や

機会に適応することを可能にするか．

� 希少性（Rarity）に関する問い

その経営資源を現在コントロールしているのは，ごく少数の競合企業だろうか．

� 模倣困難性（Imitability）に関する問い

その経営資源を保有していない企業は，その経営資源を獲得あるいは開発する際にコス

ト上の不利に直面するだろうか

� 組織（Organization）に関する問い

企業が保有する，価値があり稀少で模倣コストの大きい経営資源を活用するために，組

織的な手続きが整っているだろうか．

このVRIOフレームワークは個々の経営資源の評価軸として組織に関する問いを含んでい

る．しかし本稿では組織資本自体も重要な経営資源として捉えているため，評価軸としては用

いないこととする＊12．その上で先のエンタープライズ・ケイパビリティの構成要素と組み合わ

せると以下のようになるはずだ．ここでは組織に関する問いの代わりに会計上の資産価値の大

きさを評価軸に加えている．これは，それぞれの資本の経営資源としての価値は，それを維持・

蓄積するためのコストとのバランスで評価されるべきものだからである．

もちろん，この表は一般化したものであり，エンタープライズケイパビリティ要素は，実際

には「Web診断プロセス」，「CRMシステム」，「コンサルティング力」，「Web上の仮想コン

サルタントによるプロアクティブな診断サービス」などの具体的な構成要素に分解されなけれ

ばならない．また，それぞれの軸についての測定可能な尺度を決める必要があるが，定性評価

であっても自社分析あるいは競合とのベンチマークツールとしては有効であると考える．

4． 人的資本としてのコア人材

4．1 モデル化の必要性

前章では，IT資本とならんで組織資本や人的資本の重要性について述べた．本章以降では，

人的資本を中心に個々の企業がどのようにその蓄積を図るべきか，という点について考察した

い．

わが国にはさまざまな評価・資格制度が存在するが，統一基準が無く労働市場における共有

言語が無い．この背景には，特に大企業分野における労働移動が少なかったこと，人的資本形

成も企業内のOJT （On the Job Training）に依存してきたことや，そのため求人に際しても

「職能基準」が求められなかったという経緯がある［24］．しかし，前章でも考察した通り，企業

のエンタープライズ・ケイパビリティを向上させ，企業価値を高めるためには IT資本や組織
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図 8 人材モデルの属性に関するフレームワーク

資本とならんで人的資本が重要な意味を持つ．財務資本を人的資本に配分するということは，

人的資本の質・量を蓄積していくことを目的とするはずだが，その効果を追跡していくために

は何らかのモデル化が必須である．現時点の人的資本を評価し，IT資本や組織資本との関連

において「あるべき姿」を目標として設定することで初めて，人的資本の移行プログラム，す

なわち人材育成計画が意味を持つ．IT資本の考察でも述べたが，計測されないものは管理さ

れることはなく，したがって必要な人材が育つかどうかは運任せということになってしまう．

とはいえ，人的資本のモデル化について標準的な方法が確立されているわけではない．経済

産業省でも，わが国のスキルスタンダードの整備を重要な政策課題としてあげており，人的資

本のコード化可能な部分の属性を明らかにすることの必要性をうたっているが，一方で最終的

には形式知を超えた暗黙知，分析判断を超えた総合判断によらざるを得ないことを認めてい

る［25］．また，異なる産業分野に属する企業の人材モデルを一律に扱うことはできないことから

本稿では人材モデルのメタモデルとして図 8のようなモデルを提示したい．

「知識セット」とは個人としての人的資本がその企業において与えられた職務を遂行する上

で必要となる知識の組み合わせを同定したものである．「スキルセット」とは同様に必要とな

る技能の組み合わせを同定したものである．スキルセットを表現する場合に前提とする知識セ

ットと区分する必要が無い場合もありうるだろう．「行動特性」とは，知識セットやスキルセ

ットを職務に生かすときの個人の「姿勢」ともいうべきものである．例えば，研究者と実務家

では求められる姿勢が異なることは考えられることだ．そして「成果責任」とは，文字通り，

企業においてその人材モデルに属する人的資本に期待される成果を表現したものである．この

メタモデルにおいて，知識セット，スキルセットは明らかに特定の個人がどういう人材モデル

に属するのかを判定するための属性という趣が強い．したがってそれを明らかにすることは，

個人の現在のポジションの確認と育成計画のために重要である．一方，行動特性と成果責任は，

その個人の業績を評価するための指標として使うことも可能である．

業種や職種によって，知識セットやスキルセットという属性は全く異なるだろう．したがっ

て人材モデルも異なることになる．また，それぞれの属性は人材モデルを特定するだけでなく，

同一人材モデルのレベルを特定するためにも使用できる．いずれにしても人的資本を管理して

いくためには何らかのモデル化とそれをベースとした現状評価が先ずなされなければならな

い．

4．2 企業にとってのコア人材とは

前節で述べたように，人材モデルの目的は人的資本の現状とあるべき姿を表現し，管理する
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ためのものであって業種や職種によって異なる．では，業種や職種を超えて，企業にとって共

通的に有用な人材あるいは属性は表現できないのだろうか．

企業固有能力（distinctive competencies）に関する一連の研究において，経営者（general

managers）は一定の条件下では競争優位の源泉となる人材であると認識されている［26］．した

がって，質の高い経営者の属性を前節で述べた人材モデルのフレームワークで表現できれば，

共通的な属性ということができるだろう．しかし，現実には世の中で「優れた経営者」として

評価を受けている人たちの経営スタイルやその他の属性はばらつきが大きく一見して共通性は

見出しにくいというのが一般的な認識である．

一方で，組織リーダーシップ（institutional leadership）に関する一連の研究において，組

織リーダーの役割は，古典的な管理能力である計画（planning），組織化（organizing），引率

（leading），制御（controlling）に加えて，組織のミッションやビジョンを創造することである

としている［27］．管理フレームについては，より現代的な役割でいえば PDCA （Plan―Do―

Check―Action）のサイクルを遂行することであろう．管理者としての能力やリーダーシップ

および組織の構成員をモチベートするようなビジョンを構築する力は，業種や職種の枠を超え

てコア人材として共通的な属性ということができるだろう．組織構成員が直感的に理解し目標

とできるようなビジョンを構築するためには，抽象化およびモデル化の能力が必要である．組

織のおかれた状況と目指すべき方向を共通認識として持てるようなビジュアライズができなれ

ければ，そのビジョンによって組織構成員のモチベーションを同じ方向に向けることはできな

い．

以上のことから，先の人材モデルに合わせてキーワード例をあげるならば以下のようになる．

� 知識セット

・ 管理手法，管理実務に関する知識，モデル化技法に関する知識 etc.

� スキルセット

・ 論理思考，コミュニケーション，ネゴシエーション，モデル化，抽象化 etc.

� 行動特性

・ リーダーシップ，コミットメント，ストレス耐性 etc.

� 成果責任

・ 指標ならびに基準値の定義 etc.

これらの属性が一般的に企業において共通的に必要とされるものであれば，次に，育成ある

いは選抜するためにはどうすればよいかを考えなければならない．特にスキルセットや行動特

性の開発は知識セットと異なり，一般的には訓練と経験の積み重ねが必要である．人的資本の

向上と生産性の上昇との関係についての最近の研究でも，図 9の通り，「個人資質」（the per-

sonal effect）と「経験」（the experience component）の組み合わせが生産性に寄与する率が

高いことが示されている［28］．

4．3 IT人材の活用―IT人材の持つ可能性

ここで筆者は情報システム部門に属する IT人材に注目したい．IT産業に属しているのでな

ければ，一般的に企業において IT人材はコア人材では無いといえるかもしれないが，注目す

る理由は三つある．一つには，情報システム部門の人材は，先の共通属性としてあげた抽象化

とモデル化の訓練を受けていること，二つ目は，抽象化，モデル化と同様に，管理手法や実務
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についても ITプロジェクト管理を通じて経験していること，そして三つ目は，IT資本そのも

のが企業における生産性向上に寄与するという前提に立つならば，それが生産性に寄与するメ

カニズムを実装したのは情報システム部門の IT人材であるということである．

抽象化・モデル化という点についていえば，IT人材は，通常のシステム開発工程における

要件定義工程から論理設計工程，物理設計工程を経てプログラミング工程にいたるまで，抽象

化・モデル化を繰り返すことになる．例えば論理モデルから物理モデルへ変換（写像）すると

いうことは，抽象化以外のなにものでもない．また，そのモデリング技法が構造化であろうと

オブジェクト指向であろうと論理的思考の成果であることは疑いが無い．これらの経験を繰り

返し訓練することで，エンタープライズレベルのアーキテクチャをモデル化するアーキテクト

という人材モデルにいたることになる．

またプロジェクト管理という点についていえば，IT化の進展（≒OPEN化の進展）による

プロジェクト難易度の上昇に伴って，90 年代後半から IT業界だけでなくユーザ企業において

も，その必要が叫ばれるようになった．また，ビジネス環境の変化の激しい現在，企業活動そ

のものをプロジェクト集合と捉えるような動きもひろまりつつある．ITプロジェクト管理者

としての経験は，コアビジネス領域においても十分有効である．また，プロジェクトを遂行す

る上でコミュニケーションやネゴシエーションは非常に重要なスキルである．

以上のように，先に企業にとって有用な人的資本の属性としてあげた多くの要素を IT人材

は本
�

来
�

身
�

に
�

つ
�

け
�

て
�

い
�

て
�

しかるべきである．

4．4 IT人材の課題―IT人材のポテンシャルは発揮されているか

われわれが ITサービスプロバイダとしてお客様に接する場合，そのお客様は必然的に企業

の情報システム部門に所属されているケースが多くなる．筆者のこれまでの経験では，ユーザ

企業における IT人材の育成が体系的になされている例はあまり多くはなかった．これは ITR

が 2001 年に実施した「IT戦略アンケート」の結果でも同様である．実に全体の 7割を超える

企業において「育成計画が無い」あるいは「部門長の裁量に任されている」という結果になっ

ている．また同調査において，やはり約 7割の企業が「情報システム要員がスキル向上に費や

（資料）Abowd, et al． （2003）から経済産業省作成

出所：2004年度版通商白書

図 9 人的資本の向上と生産性の上昇との関係
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図 10 人材モデルとキャリアパス例

す時間は 5％未満」と回答している［29］．つまり前節で述べたような情報システム部門の人材が

身につけているべきであると筆者が主張した属性を育成する体系だったプログラムは，多くの

場合，存在しないというのが実情である．

さらに本質的な議論として，システム構築を通じていろいろな経験を積んできたにもかかわ

らず，IT人材は，その経験と身につけてきた知識・スキルをシステム構築のための手段とし

か見ていないという問題がある．つまり，いろいろな知識・スキルを身につけ，経験を積んだ

にもかかわらず，IT人材はそれをビジネスの世界で生かせないということであり，知らない

のと等しいことになる．これは教育を施す側にも問題があるが，本来，モデリング技法は「実

世界を表現する」ことを目標としており，「モノ作り」という局面でなくとも有効なはずであ

る．また，情報システム部門が情報システム子会社として本体から切り離されるケースが多く

なっていることも一因かもしれない．本来ならばコアビジネスにおいて活躍可能であるにもか

かわらず，キャリアは情報システム子会社内で完結し，あくまで「モノ作り」の局面でしか期

待されないという実態があるのではないか．

IT人材は，本来，コア人材としてのポテンシャルを持っていながら，ビジネスの世界でそ

れを発揮する局面に恵まれていない．せっかく人的資本に投資を行い強化しているにも関わら

ず，蓄積された重要な部分が認識されないまま終わることが最大の問題であり，それをいかに

ビジネス領域で発揮できるようにするかが最大の課題といえるのではないか．

4．5 IT人材のキャリアパス

経済産業省がスキルスタンダードの整備を重要な政策課題としてあげていることについては

既に触れたが，幸い，IT人材モデルと ITスキルスタンダードはリリース済みである．つまり

それをベースとしたキャリアパスモデルと育成計画の構築が可能である．図 10 は人材モデル

とキャリアパスを示した例である．ここでは，アーキテクトやプロジェクトマネジャをゴール

として位置付けているが，先に述べた通り，さらに上位にコア人材としてのビジネスリーダへ

のキャリアパスを用意すれば，IT人材をコア人材に育成する上でのロードマップとしても使

えるだろう．
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ここでは，IT人材をコア人材としてビジネスリーダへ育成することが可能であることを述

べた．もちろん IT人材全てがビジネスリーダにふさわしいわけではないし，他の職群におい

て，よりビジネスリーダにふさわしい人材も存在することだろう．しかし，先にも述べたとお

り，計測されないものは管理できない．他の職群においても，少なくとも IT人材モデルや IT

スキルスタンダードに匹敵するレベルの人的資本測定ツールが必要であるといえるだろう．

5． お わ り に

本稿の生産性と IT資本に関する考察はBrynjolfsson の分析をベースに展開している．また，

本稿の前半で考察したエンタープライズ・ケイパビリティという用語と，そこに従来の経営資

源だけでなく経営資源を結びつけるコンテキストをも盛り込むというアイデアは，2003 年春

にわれわれ日本ユニシスがビジネスとしてのEA （Enterprise Architecture）と ITガバナン

スの関係に取り組んでいた際に，弊社テクノロジ・イノベーション・オフィスのプリンシパル

である羽田昭裕氏との一連の検討の中で生まれたものである．羽田氏には最大限の感謝の意を

表したい．本稿の考察に不適切さがあるとすれば全面的に筆者の力不足である．

エンタープライズ・ケイパビリティの評価軸についてはBarney の VRIOフレームワークを

ベースにしているが，組織資本についてはビジネスモデル自体を競争優位の源泉と捉える時代

であるとの認識から補完的な経営資源ではなく主たる経営資源に格上げしている．本来ならば

実例を示したかったが，未だ十分検証されておらず例示に至らなかった．また，評価指標と評

価基準についても示すに至っていない．IT資本についていえば，共通的な指標としては IT資

本装備率（一人当たり IT資本金額）が妥当であると思われるが，まだ考察不十分との認識か

ら提示していない．

エンタープライズ・ケイパビリティの議論を羽田氏としていた当時，筆者はBarney, Chris-

tensen, Hamel の影響下にあり，浅はかにも「良いとこ取り」あるいは「融合」ができないか

と考えていた．エンロンやワールドコムの事件が発覚してもそれだけでHamel を排除する気

にはならなかった．リソース・ベースト・ビューの伝統的な経営資源に加えて，動的なコンテ

キストの再編成能力をイノベーションのメカニズムとして取り込めばHamel と Barney の「良

いとこ取り」ができるのみならず，そのイノベーション・メカニズムに対するガバナンスを明

確にできればChristensen のイノベーションのジレンマを回避するためのモデル化ができるの

ではないかと考えていた．あまりに直感的で恥ずかしいかぎりだが，われわれは企業戦略に関

する専門研究機関に属しているわけではなく実務者であるため，残念ながらそのアイデアも本

稿で述べた以上の考察には至っておらず，また検証も不十分であるのは否めない．さらには同

様の主張が既になされており，筆者が知らないだけということも十分にありうる．

本稿後半の人的資本についての考察は，筆者の限られた職務上の経験の上に立脚している．

そのため，これについても人材戦略の専門家からすれば考察と検証の甘さが目立つかもしれな

い．

反省点ばかりになったが，最後に，今回取り上げたエンタープライズ・ケイパビリティと人

的資本の重要性というテーマは，今後とも細々ではあっても追いかけていきたいということを

申し添えておきたい．
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